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はじめに

　本稿の目的は，1910年代におけるニューヨー

ク・ナショナル・シティバンク　（National

City　Bank　of　New　York：以下，シティバン

クと略記）の国際業務に関する活動実態を検証

し，ニューヨーク金融（貨幣）市場ならびにド

ルの国際化に対し，いかなる影響がみられたの

かを考察することである1）。

　周知のように，ニューヨークは1913年連邦準

備法（Federal　Reserve　Act）の成立ならびに

第一次大戦を契機に，国際金融センターとして

存在感を示すようになる。それ以前のニューヨー

クは，19世紀を通じて拡大したアメリカ農産物・

工業製品の重要な輸出港として発展しっっあっ

たが，法規制により貿易金融を円滑に行うため

の制度は未成熟であった。このため貿易金融を

含む短期資金需要を「国際金本位制」の中心地

ロンドン金融（貨幣）市場に依存していた。

1907年恐慌後にアメリカの金融制度改革を目的
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Dシティバンクをはじめとする国法銀行の対外活動には

資本輸出を軸とする「金融資本」的活動もあり，これに

関する優れた研究がこれまでに数多く上梓されている。

ここでは，さしあたり呉天降『アメリカ金融資本成立史』

有斐閣，1971年を上げておく。本来ならばこうした研究

との関連を踏まえ総合的な理解を目指すべきであるが，

本稿ではニューヨーク貨幣市場の国際化とより直接的に

関係する事項の考察にとどあている。これは本稿の1っ

の限界であり今後の課題である。

とした法整備・法改正が本格化するものの，そ

の一応の完成までには1913年まで時間を要し，

その間もロンドン金融市場への依存は続いた。

　多くの先行研究が示す通り2），第一次大戦前

のニューヨークが「ポンド体制」下のロンドン

に依存していたことは間違いあるまい。しかし，

その一方で，ニューヨーク金融（貨幣）市場が

国際化する「実現的基礎は（第一次大戦期以前

から）すでに進行していた」とも言われてい

る3）。須藤功は，信託銀行であるギャランティ・

トラスト（Guaranty　Trust＆Co．）や州法

銀行であるインターナショナル・バンキング・

コーポレーション（International　Banking

Corporation：以下IBCと略記）などのアメリ

2）さしあたり以下の文献を参照のこと。M。　De　Cecco，

Moπ釧αηd　E即εrθ’7んθ1η‘θrπα亡εoπαZ　GoZd　Stαル

dαr41890－1914，0xford，1974（山本有造訳「国際金本

位制と大英帝国1890－1914年』三嶺書房，2000年，120－

130頁）；松井和夫・西川純子『アメリカ金融史一建国か

ら1980年代まで』有斐閣，1989年，114－115頁；高山洋一

「第一次大戦前米国の通貨と金融」，酒井一夫・西村閑也

編著『比較金融史研究一英・米・独・仏の通貨金融構造1

870－1914年』ミネルヴァ書房，1992年所収，282－283頁；

吉岡昭彦『帝国主義と国際通貨体制』名古屋大学出版会，

1999年，85－89頁。

3）須藤功『アメリカ巨大企業体制の成立と銀行一連邦準

備制度の成立と展開』名古屋大学出版会，1997年，第五

章を参照のこと。また山本栄治は，アメリカの国際収支

などマクロ的な視点から1910年代のニューヨーク金融市

場ならびにドルの国際化を考察している。山本栄治「国

際通貨ドルの形成過程一1910年代のニューヨーク金融市

場の国際化を中心に」『福岡大学商学論叢』第24巻第2・3

号，福岡大学研究推進部，1979年，323－362頁。
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カの金融機関が第一次大戦前より海外で活発に

活動していること，また逆に，多数の外国銀行

が代理店設置を通じてニューヨークに進出して

いることを指摘し，ニューヨーク金融市場の国

際化ならびにドル普及に欠かせない基底的条件

が第一次大戦前より整いっっあったとみる。

　これに対して本稿では，須藤とは異なるアプ

ローチからニューヨークならびにドルが国際化

していくプロセスをみていきたい。本稿で注目

するのは，20世紀初頭アメリカ最大の国法銀行

にして，国法銀行の中でも他に先駆けて南米諸

国を中心に多くの海外支店を開設するなど4）最

も国際化に熱心であったとされるシティバンク

である。第一次大戦後アメリカを代表する「世

界的銀行」（World　Wide　Bank）となる，こ

のシティバンクの国際化は，ニューヨーク金融

市場ならびにドルの国際化と無関係であるとは

考えにくいが，第一次大戦前ならびに大戦中に

おける両者の関係にっいてこれまで十分に考察

されてきたとはいいがたい。

　そこで本稿では，ニューヨーク金融（貨幣）

市場ならびにドルの国際化にとり重要な条件と

なる①外国銀行によるニューヨークでの金融活

動の活性化，②米系銀行の海外進出を念頭に，

シティバンクの国際業務と国際化に向けたプロ

セスの中でも以下の二っの点を重点的に検討す

る。1っは，1910年前後におけるシティバンク

「外国部」（Foreign　Department）の活動であ

る。特に外国銀行によるニューヨークでの金融

活動の活性化に関して，ニューヨークのシティ

バンクにおける外国銀行のコルレスロ座（ドル

4）シティバンクの南米進出に関しては以下を参照した。

Cf．　R．　Mayer，“The　Origins　of　the　American　Bank－

ing　Empire　in　Latin　America：Frank　A．　Vanderlip

and　the　National　City　Bank，”　JoπrπαZ　qブ

1η‘θrαmθrオcαη　　S古召dεes　αηd　　V阪）rZd　　Aノ悔か8，　1973，

Vol．15，　No．1，　pp．60－76；P．　Abrahams，7んθForeεgη

EκPαπS‘0πq／Amεr‘CαηF‘παπCθαη〃亡sRεZα‘めπ8んゆ

toめんe　Forε‘9ηEcOηOZπεc　Poあ〔ッqブ古んθση誌θd　S‘α亡θS，

1907－1921，New　York，1976．

建て）開設キャンペーンに注目したい。「外国

部」に関しては，アメリカの外国貿易拡大に伴

う外国為替取引増大を受けて，シティバンクに

限らず多くの国法銀行が19世紀末より設けてい

ると，これまでの研究でも指摘されているが5），

「外国部」の活動内容を検証した研究はこれま

でのところ見当たらない。そこで本稿では，改

めて20世紀初頭におけるシティバンク「外国部」

の活動を検討し，ニューヨーク金融市場ならび

にドル国際化の「黎明期」における，ニューヨー

ク・バランス形成の萌芽，有力外国銀行コルレ

ス先との関係などを史料的に可能な限り明らか

にしたい。

　いま1っは，シティバンクの南米諸国を含め

た幅広い地域への直接進出ならびに影響力の強

化を目指す動きについて検証する。第一次大戦

中に始まるシティバンクの南米諸国への支店設

置は有名であるが，その一方で同行が，英仏連

合国側支援に早くから名乗りをあげていたこと

などはあまり知られていない。本稿では，シティ

バンクの第一次大戦開戦直前・直後の海外進出

へ向けた動きを総体的に把握しつっ，同行が，

20世紀初頭何ゆえ国法銀行の中でも海外進出に

積極的であったのか，また海外進出にあたりど

のような特徴がみられるのかについて考察した

い。

　さてシティバンクの検討にあたり，多くの研

究者を悩ませている史料的制約についてまず触

れておきたい。シティバンクは，管見の限りで

は今日まで，原則として経営内部史料を公開し

ておらず，その活動実態を知る手がかりは極め

て限られている。そうした中，今回，本稿が手

がかりとする主な史料は，ニューヨーク・コロ

ンビア大学が所蔵するバンダーリップ（F．

5）さしあたり須藤「アメリカ巨大企業』，179頁を参照の

こと。須藤は国法銀行による「外国部」の設置に言及し

ているが，おそらく史料的制約のためにその活動実態を

検証していない。
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表1　ニューヨーク5大商業銀行の資本金・預金・総資産規模（1909年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　万ドル）

銀行名 資本金 預金額 総資産

1．National　City　Bank　of　New　York 2，500 24，406 30，869

2．National　Bank　of　Commerce，　N．Y． 2，500 22，667 28，042

3。First　National　Bank　of　N．Y． 1，000 11，272 14，960

4．National　Park　Bank　of　N．Y． 300 10，677 12，303

5．Hanover　National　Bank　of　N．Y。 300 10，493 12，179

（出典）List　of　the　Principal　Foreign　and　Colonial　Bank，　and　Bankers，7んθ．8αη廟ηg　AZ舵αηαc，1911よ

　　　り作成

Vanderlip）文書である。バンダーリップは，

20世紀初頭におけるシティバンクの頭取であり，

在任期間中，同行の国際化を強力に推進した人

物である。バンダーリップ文書は20世紀初頭の

同行経営を知る上での貴重な史料として，これ

までにも多くの研究者が活用しているのである

が，ここでは，バンダーリップが1910年前後に

同行の「外国部」担当取締役であったガーディ

ン（J．E．　Gardin）とグレゴリー（G．E．　Greg－

ory）から受けた「外国部」関係の「報告書」

（書簡）を活用する6）。これまでのところ先行研

究では，これらの「報告書」（書簡）を使用し

た形跡がほとんどみられないことから，本稿で

は同「報告書」（書簡）を通じて新たに発見し

た事実を提示したい。

　また，クリーブランドとハータスの研究も重

要な手がかりとして利用する。同書は，創業以

来150年余りにわたるシティバンクの通史であ

るが，同行の第一次大戦前後における国際業務

に関する記述も少なからずみられ，本稿の課題

　　　　　　　りに対する有益な情報を多く含んでいる7）。この

ほか，第一次大戦前・戦中におけるシティバン

6）

Rare　Book＆Manuscript　Library，　Colombia　uni－

versity，　Vanderlip　Paper，　Part　A：Correspodence－

Incoming（以下，　VPと略記），　A43　J．　E．　Gardin；A45

G．E．　Gregory；A50　E．　Holden．

7）Cf，　H，　Cleveland　alld　T．　Huertas，α‘狛αηん，1812－

1970，New　York，1985。同書は，史料的制約が厳しい中，

本稿でも用いているVanderlip　Paperのほか，20世紀初

頭の同時代文献や先行研究等を幅広く駆使した労作であ

る。もっとも，クリーブランドらの研究でも，20世紀初

クの有力コルレス先であったイギリスのミッド

ランド銀行（London　City＆Midland　Bank）

の史料や，シティバンク及びその他の国法銀行

の活動にも触れた第一次大戦前から大戦中にお

けるニューヨーク金融市場に関する優れた先行

研究も手がかりとして参照したい8）。

1．第一次大戦前のニューヨークにおける外国

　銀行コルレス先の拡大

（1）シティバンクの「外国部」設置とコルレ

　　ス業務重視の背景

　まずは，シティバンクの外国銀行コルレス業

務を担う「外国部」の検討から始めたい。その

前に同行の資本金・資産規模にっいて一瞥して

おこう。表1は1909年12月における，いわゆる

頭のニューヨークにおける「外国部」の活動実態ならび

に大戦時における「国際金融外交」活動に関するまとまっ

た記述があるわけではない。

8）これまで挙げた文献のほかに，第一次大戦前から大戦

期にかけてのアメリカ金融市場の様相にっいて貴重な示

唆を与えている文献・論説として以下を上げておきたい。

Cf．　C．　Goodhart，7「んe　NθωyorんMoηのノMαrんε‘απ（オ

亡んθF加αηcθ（ゾ7rαd〔ろ1900－191畠Harvard　University

Press，1969；平田喜彦「第一次大戦期のアメリカ対外金

融関係一ニューヨークの国際金融センター化と関連して」

『経済志林』法政大学，1977年，第45巻第3号，29－79頁；

中尾茂夫「取引通貨と金融的従属一パックスブリタニカ

におけるアメリカ」『経済論叢』京都大学経済学会，1983

年，第131巻第4・5号，56－79頁；永田裕司「国法銀行制

度とニューヨーク金融市場1864－1913一銀行準備金の集中

と金融恐慌」「商学論叢』福岡大学総合研究所，1989年，

第33巻第4号871－907頁；森果・鎌田正三・中村通義著

『講座　帝国主義の研究　両大戦間におけるその再編一3

アメリカ資本主義』青木書店，1973年。
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表2　アメリカの貿易額（輸出入）

（単位：100万ドル）

年 輸出総額 イギリス ドイツ フランス 輸入総額 イギリス ドイツ フランス

1870 418 248 42 46 450 152 27 43

1880 850 454 57 100 680 211 52 69

1890 893 448 86 50 810 186 99 78

1900 1，451 534 187 83 885 160 97 73

1910 1，800 506 250 118 1，592 271 169 132

（出典）『マクミラン世界歴史統計（皿）　南北アメリカ・太洋州』原書房1982年、578頁より作成。

ニューヨーク5大銀行の資本金・預金・総資産

を示している。同表をみてわかる通り，シティ

バンクは資本金2，500万ドル，預金2億4，406万

ドル，総資産3億869万ドルとニューヨーク5

大銀行の中で最大であることがわかる。ちなみ

に同行は全米最大の国法銀行であり，1905年時

点でアメリカ国内においてコルレス先を1，200

行以上持っなど全米の「銀行の銀行」的地位を

確立していた9）。特に注目したいのは，資本金・

預金・総資産とも，ライバルであるニューヨー

ク・ファースト・ナショナル・バンク（First

National　Bank　of　New　York：以後，ファー

スト・ナショナルと略記）の2倍以上の規模で

あったことである。

　また，シティバンクは世界的にみても資産規

模において大銀行であった。当時のシティバン

クの総資産をポンド換算すると約6，400万ポン

ドとなり，国際金融センター・ロンドンにおけ

る同行の有力コルレス先であったミッドランド

銀行の資産規模（1908年11月約6，500万ポンド）

と比較しても遜色なく，同じくロンドンのコル

レス先であったユニオン銀行（Union　of　Lon－

don　and　Smiths　Bank）の資産規模（1909年

12月約4，700万ポンド）を遥かに上回る規模で

あった1°）。但し，シティバンクをはじめとする

ニューヨークの国法銀行・大商業銀行は19世紀

9）Cleveland，　Cε古εわαπん，　p．46．

10）71んeEcoηom‘8む，　Banking　SupPlement，Vol．　LXVIII，

1909，p．14；Vol．　LXX，1910，　p．18．

後期まで国内金融に特化していた。基本的に19

世紀を通じて貿易金融ならびに外国為替業務は，

ブラウン商会（Brown　Shipley＆Co．）やJP

モルガン商会（JP　Morgan＆Co．）などの5

～ 6の手形割引ブローカーの手に委ねられてい

た。しかし，19世紀後期よりアメリカの対外貿

易が拡大し（表2参照），それに伴う外国為替

業務の増大に伴ってニューヨークの商業銀行は

相次いで「外国部」を設置した。シティバンクが

同部を設置したのは1897年のことである。第一

次大戦直前の1913年には95のニューヨークの国

法銀行・州法銀行が「外国部」を設けている11）。

　このように「外国部」を設置したものの，国

法銀行は1913年まで国際業務の展開を法的に制

限されていた。第一次大戦前の国法銀行は，海

外支店の設置ならびに手形引受業務取り扱いを

禁止されており，直接的な対外進出ならびに貿

易金融業務が制限されていた。海外支店設置が

認められていたのは，州法銀行もしくは信託銀

行・信託会社に限られていた。このためシティ

バンクは，手形引受などの貿易金融を，ロンド

ンに拠点を設けていたJPモルガン商会傘下の

ギャランティ・トラストなど米系金融機関に依

存するか，もしくは自ら資本を拠出し海外銀行

を設置するなどの方法をとらざるをえなかった。

しかしながら，急増する貿易額・貿易金融需要

に対して，イギリスをはじめとするヨーロッパ

11）須藤『アメリカ巨大企業』，

Cleveland，　Cεt‘わαηん，　p．42．

176，179－180頁参照。
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の大銀行と比較し，資本額が相対的に小額な米

系海外銀行に依存することには限界があった。

このため手形引受をはじめとする貿易金融を結

果的にロンドンにおけるコルレス先に依存せざ

るをえない状況にあった12）。

　国法銀行の海外進出のみならず，外国銀行の

ニューヨーク進出も，また法的に制約されてい

た。当時，ニューヨーク州政府が外国銀行の進

出を抑制する政策をとっていたたあである。

「ニューヨークの外国銀行は，『業務に不可欠な

不動産のリース・保有・購入および譲渡，株式・

為替・抵当証券およびその他証券への投資とそ

の売却』は許されたとはいえ，預金・手形割引・

債務証書発行による資金調達を目的とする事業

所の設置は禁止されていた」’3）。っまり，預金

受け入れをはじあとする支店業務が事実上禁止

されていた。設置が可能だったのは営業事業所

（代理店Agency）であった。

　こうした法的制約にも関わらず，1912年には

国際金融センター・ロンドンの約半分にあたる

22行の外国銀行がニューヨークに営業事業所を

設置していた14）。これは，アメリカの輸出入が

大幅に増加し，それに伴うドル建為替需要の増

加，ニューヨーク金融市場の国際化が進展しっ

っあったことを受けてのことで，国法銀行・外

国銀行は，コルレス契約を結び，上述の制約を

カバーしようとした。シティバンクをはじめと

する国法銀行からみれば，コルレス契約は，主

要な貿易港に所在する外国銀行に口座を開設し，

外国銀行からの受取・支払いのために残高さえ

保持すればよいという手軽さもあり，直接海外

に支店を設けることと比較し，コストがかから

ず，現地外国銀行との競争も回避できるという

メリットがあった15）。このメリットは外国銀行

12）須藤『アメリカ巨大企業』，173－174，180，184頁参照。

13）須藤『アメリカ巨大企業』，150頁参照。

14）須藤『アメリカ巨大企業』，190頁参照。

15）Cleveland，　C琵‘わαηん，　p．43．

側も同じである。このように法的な対外進出へ

の制約は，第一次大戦前におけるシティバンク

が，コルレス先重視の国際業務を展開する重要

な要因の一っとなった。

（2）1910－1911年における外国銀行コルレス

　　先獲得キャンペーン

　海外コルレス先を拡大することは，全米第一

位の大銀行であり，信用力のあるシティバンク

にとって難しいことではなかった。同行は世界

各地の銀行にコルレスロ座を開き，1912年には

その数は132行となった16）。一方で同行は1910

年末から1911年初頭にかけ，コルレス関係にな

い外国取引先銀行にニューヨークのシティバン

クにおいて口座開設を勧める案内状を一斉に送

付し，新規コルレス先獲得のたあのキャンペー

ンを大々的に行っている。

　ガーディンがバンダーリップに宛てた1911年

2月14日の報告書によれば，「われわれは新し

いビジネスのために堅実かっシステマティクな

方法でキャンペーンを展開しており，そのキャ

ンペーンは生産性のあるよい結果をもたらして

いる。1910年10月3日以降，新たに51の新規口

座を獲得し，そのなかにはヨーロッパの大変に

大きく豊かな金融機関も含まれている」とあ

る17）。海外コルレス銀行は，キャンペーン開始

前の1910年6月30日に301行であったが，1912

年にはその数は400行以上に達した18）。

　シティバンクの新規コルレス先となった銀行

の多くは，ヨーロッパならびに南米の銀行であ

る19）。合計で400行という数は，基軸通貨国イ

ギリスの国際的な決済銀行である有力クリアリ

ングバンク（ロンドン手形交換所に加盟が許さ

れた商業銀行）のコルレス銀行数を遥かに上回

るものであった。例えば，有力クリアリングバ

16）Cleveland，　Cε古εδαηん，　pp。43－44．

17）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Feb．14，1911．

18）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Sept．14，1911；Cleveland，

Cε‘‘わαηん，P．83．

19）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Feb．2，1911．
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表3　シティバンク「外国部」の収益・経費・利益（1904－1913年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ドル）

収益 経費 利益

1904年 129，853 80，863 48，990

1905年 329，139 88，933 240，206

1906年 401，030 84，718 316，312

1907年 541，546 135，977 405，569

1908年 422，323 149，240 273，083

1909年 195，879 176，764 19，115

1910年 285，725 144，976 140，749

1911年 287，143 132，226 154，917

1912年 329，544 147，906 181，638

1913年 413，206 168，055 245，151

（出典）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Feb．18，1910　and　Feb．2，1914より作成。

ンクであった先述のミッドランド銀行及びユニ

オン銀行のコルレス先外国銀行は，ほぼ同時期

（1910－1911年）100～150行であった2°）。当時

のニューヨークでは，手形引受業務ができない

など国法銀行の貿易金融に制約が課せられてい

たこと，また，当時アメリカに中央銀行制度が

なく，ロンドンと比較し手形交換・割引システ

ムが未整備であったことを考えれば，シティバ

ンクが基軸通貨国の主要決済銀行のコルレス銀

行数を上回る数の契約を結んだことは極めて異

様である。

　但し，シティバンクに口座を開設した際の外

国銀行の新規預金額は概ね小額であった。1910

年10月一1911年1月に新規にコルレスロ座を開

設した37行中，1万ドルを超える預金を置く銀

行はわずか7行に過ぎなかった。中には数十ド

ルの預金しかない銀行もあった。また，担保証

券のみを預け残高0という銀行（non－deposit

correspondent）や，口座開設の意思のみを表

明し具体的な開設手続きをとっていない銀行も

みられた21）。口座開設当初から自らシティバン

クに大規模なドル預金を置く銀行の中には，旅

20）Bαη窺ηgAZmαηαc，1911に掲載されているユニオン銀

行およびミッドランド銀行の外国銀行コルレス先一覧をそ

れぞれ集計した結果，前者が137行，後者が117行であった。
21）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Feb．2，1911。

行者サービスや移民送金などに応える外，将来

ニューヨークでの活発な取引が拡大することを

見越していたところもあっただろうが，全体と

しては少数派であった。むしろ多くの銀行は，

20世紀初頭，貿易決済におけるドル建ての割合

がまだ低かったこともあり，当初はシティバン

クからの要請に応じて「付き合い程度」にドル

預金口座を開設していたにすぎない22）。このよ

うに口座開設当初は小額から始まっているケー

スが多いものの，シティバンクのニューヨーク

における外国銀行コルレスロ座残高は1905－

1914年の約10年の間に3～4倍程度の大幅増加

が確認される。コルレス先外国銀行のドル預金

の総額は1905年には約600万ドルであったのだ

が，第一次大戦勃発直前の1914年6月には2，270

万ドルまで増加していた23）。外国銀行のコルレ

スロ座残高の増加は国際的なドル建て取引の増

加を反映するものであろう。

（3）キャンペーン開始前の「外国部」利益と

　　人員規模

　ところで何ゆえシティバンクは1910年前後に，

こうしたキャンペーンを展開したのであろうか。

理由の一っには1907年恐慌の影響があったと考

22）Cleveland，α‘εわαηん，　p．454。

23）Cleveland，　Citibank，　pp．83，349．
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表4　シティバンク「外国部」経費（1910－1911年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位ドル）

費目 1910年 1911年

事務経費（Office　Expenses） 130，373 120，829

電信（Cables） 5，421 11，048

為替（Exchanges） 403 77

利子（Interest） 8，776 264

合計 144，975 132，226

（出典）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Feb．16，1911　and　March　28，1912より作成。

えられる。第一次大戦前における「外国部」の

収益をみてみよう。表3は，1904－1913年にお

ける「外国部」の収益，経費，経常利益を示し

たものである。このうちキャンペーンが展開さ

れる直前の1909年までの様子を確認しておきた

い。1904年時点で5万ドルに満たなかった同部

の経常利益は3年後の1907年には40万ドルを超

え，僅か3年間に約8倍となった。ところが

1907年をピークに減少に転じ，1909年には2万

ドル未満へと大きく落ち込んだ。利益急減は，

1907年以降当時アメリカの最大の貿易相手国で

あったイギリス向け輸出入が大幅に落ち込んだ

ことの影響だろう（1907年から1909年にかけて

約1億5，000万ドルの減少）。これをカバーする

ために，新たに取引先を開拓し，新たな業務を

展開する必要があった。

　キャンペーンを通じた外国銀行によるコルレ

スロ座の開設とドル建て預金の設定は，シティ

バンク「外国部」の貸付を伸ばす機会になった

はずである。というのも当時のニューヨークで

は手形割引市場が未整備でかっ手形引受に制約

があったことを考えると，新たにシティバンク

のコルレス先となりニューヨークにドル預金を

設定した外国銀行の中にはシティバンク「外国

部」から借りるところも少なくなかったと推察

されるからである。シティバンク「外国部」は，

「本部」（General　Department）から1910年に

年平均184万ドル，1911年に年平均170万ドルを

借り入れ，運用を行っている。この分を，仮に

ニューヨーク貨幣市場のコールレート＋1．0％

（1910－1911年平均で3．5～4．0％前後）で外国

銀行に向けて貸し付けていたとすれば，約6～

7万ドルの収益を上げていたことになる。

　この他にキャンペーンを展開した理由として

考えられるのは，1907年恐慌を境にアメリカ金

融界においてロンドン金融市場に依存すること

への限界が認識され，ロンドン金融市場からの

「自立」が意識されはじめたことである。「自立」

のためには，ドルの国際化並びにニューヨーク

の国際金融センター化を加速化させる必要があ

る。具体的には多くの外国銀行がニューヨーク・

バランスを形成し，ドル為替を積極的に利用す

ることが重要となる24）。

　但し，そうした戦略を支えるための負担，特

に人件費負担は決して軽いものではなかった。

同時期の「外国部」の経費をみてみよう。表4

は1910－1911年の経費内訳である。これには

1910－1911年における「本部」からの借入利払

いは含まれていない。まず先に電信・為替の経

費をみてみよう。同経費は主にコルレス先への

送金のたあの電信・郵便料金とコルレス先への

為替手数料払いである。電信・郵便料金は技術

革新により19世紀と比較し20世紀初頭には大幅

に低下していた。このため1910－1911年の経費

にしめる比率も小さく10％未満に過ぎなかった。

また，当時コルレス先への為替手数料は，契約

24）須藤『アメリカ巨大企業』，190頁。
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によって相互免除か，徴収されるにしてもごく

低率の手数料が課せられる程度であったため，

こちらも経費負担は軽微であった。

　「外国部」の経費において大きなウエートを

占めていたのは人件費であった。人件費は事務

経費に算入されているが，同部給与総額は

73，200ドルであり，「外国部」の経費の約50％

を占めていた。1910年1月1日時点での同行

「外国部」の総人員は，南米担当専門員1名を

含む64名であったので，1人平均1，100～1，200

ドルであることが確認される25）。

　これを，ほぼ同時期における，シティバンク

とほぼ同額の預金・資産額を有したナショナル・

バンク・オブ・コマース・ニューヨーク（Na－

tional　Bank　of　Commerce，New　York　以

下，バンク・オブ・コマースと略す）の「外国

部」，ならびにシティバンクのロンドン・コル

レス先の一っであるロイズ銀行（Lloyds

Bank）の「外国部」と比較しながら，その特

徴を考えてみたい26）。バンク・オブ・コマース

「外国部」の人員は，部長（Manager）1名，

副部長2名，一般行員10名（外国為替係3名，

計算係1名，タイプ係1名，その他5名）から

構成されていた。同行の行員の給与は，管理職

で年1，500～3，000ドル，一般行員で年1，000ドル

以上であった。これはシティバンクとほぼ同水

準であるといえる。また，ロンドンのロイズ銀

行「外国部」の1910年における人員は22名，給

与支給総額は5，131ポンド（約25，000ドル），行

員1人当たりの給与平均額は233ポンド（約

1，100～1，200ドル）であった。このことからシ

ティバンク「外国部」の一人当たりの人件費は，

他のアメリカの国内銀行や国際的に比較しても，

かけ離れたものではなかった。

25）VP，　A45，　G．E．　Gregory，　May　27，1910．

26）山室宗文『欧米銀行事情』菱蔭会1911年，141－142，

234－235頁参照。Lloyds　TSB　Group　Archives，　Head

Office，　Overseas　Department，　Internal，　HO／0／Int．

33，Profit　and　Loss　Leger，1909，　p．4．

　シティバンク「外国部」の人員規模は，ほぼ

同規模のバンク・オブ・コマースや，ロンドン

の大手銀行ロイズ銀行の「外国部」と比較して

も3倍から6倍近いかなり大規模であったこと

が分かる。単に「外国部」の比較に留まらず，

銀行の本店部門として比較しても，1910年時点

でイギリス最大の銀行であったロイズ銀行ロン

ドン本店でも20名を超える部署は珍しかったこ

とから，シティバンクの「外国部」は，世界的

にみても当時の銀行部署としてかなりの大きさ

であった。その後，同行「外国部」の人員は，

1907－1909年までの3年間「外国部」収益が大

幅に縮小していたことを受け，1910年5月には

8名削減された。しかし同部は依然として56名

という大所帯であった27）。これは，頭取バンダー

リップが国際業務の積極拡大を推進する方針を

示していたのを受けて，可能な限り「外国部」

の維持が図られたためであろう。

皿　第一次大戦前における主要コルレス先との

　関係

（1）ミッドランド銀行とドイツ系銀行

　さてシティバンクはコルレス先とどのような

業務を展開していたのだろうか。これに関しバ

ンダーリップ文書にはシティバンクの有力コル

レス先であったイギリス最大手のミッドランド

銀行，そのライバルであったドイッ最大のドイ

ッ銀行（Deutsche　Bank）に関する記述がわ

ずかながらみられる28）。ここではミッドランド

銀行との関係をバンダーリップ文書に残る記述

とミッドランド銀行のホールデン　（E．

Holden）がバンダーリップやガーディンに書

き送った一連の書簡29）を元にみていきたい。

27）VP，　A45，　GE．　Gregory，　May　27，1910．

28）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　March　7，1911，　etc．

29）Cf．　HSBC　Group　Archives，　Records　of　Managing

Director（Holden　Edward）292／30－38，　Midland　Bank

Head　Office，　Letter　Book，　E．H．　Holden　indexed．，

Dec．，1904－Feb．，1907．
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　シティバンクとミッドランド銀行の接近のきっ

かけは，後にミッドランド銀行の頭取となるホー

ルデンが1904年に「外国為替部」（Foreign

Exchange　Department）を設置し，同年にシ

ティバンクとコルレス契約を結び，アメリカを

重視する国際業務の展開を目指したことにあ

る3°）。もっともアメリカの大手の国法銀行が貿

易決済・為替持高調整のたあ，基軸通貨国であ

るイギリスのクリアリングバンクとコルレス契

約を結び，預金口座（ロンドン・バランス）を

持つことは珍しいことではなかった31）。ミッド

ランド銀行との関係で注目されるのは，当時の

イギリスのクリアリングバンクには珍しく，ミッ

ドランド銀行がアメリカ・ニューヨーク側に

（シティバンク側に）勘定を有していることで

ある。

　基軸通貨国側と非基軸通貨国側の金融機関が

コルレス契約を結ぶ場合，片方コルレス関係

（基軸通貨国側に口座開設）ということが多い。

基本的に当時の基軸通貨国であるイギリスのク

リアリングバンクは海外に外貨建て預金を持っ

ていなかった32）。20世紀初頭シティバンクのロ

ンドン側のコルレス先には，先にも触れたよう

にミッドランド銀行の他にユニオン銀行やロイ

ズ銀行があったが，ユニオン銀行はポンド建て

以外の取引を原則行わず外国手形の取り扱いは

同行取引先の手形ブローカーに委託していた33）。

30）E．Green　and合．　Holmes，　M掘Zαηd　150ッεαrs　qノ

わα漉加g蝕8εηεs8，　London，1986，　pp．133－134．1904年

以降，ホールデンは数度アメリカを訪問している。1906

年4月の訪米目的にっいて，ホールデンは「ミッドラン

ド銀行による外国為替業務の拡大を目指す」べく「ミッ

ドランド銀行に口座を持っ多数のアメリカ金融機関と密

接な関係を築くため」と述べている。HSBC　292／35，

April　25，1906．

31）西川・松井『アメリカ金融史』114－115，282－283頁。

32）A．Bloomfield，　Mbπε‘αノッPoZε（ッ研dεrむんθ1πtθrηα一

むεoηαZGoZ（1　Sεαη（1αr｛乳　1880－1914，　New　York，1959

（小野一郎・小林竜馬共訳『金本位制と国際金融一1880－

1914年』日本評論社，1973年，160。161頁）参照。

33）三井銀行『三井銀行欧米出張員報告書』1910年，57頁

参照。

従ってミッドランド銀行のようにポンド以外の

通貨建為替も取り扱う「外国為替部」を設置し，

外国に口座を開設することは当時のロンドンの

決済銀行としては珍しいことであった。

　しかもミッドランド銀行はニューヨークのシ

ティバンクに，平均を遥かに上回る30～40万ド

ル規模の多額のドル建預金を置いていた34）。さ

らにこの預金はシティバンクの要請に応じて置

いたというよりも，ミッドランド銀行が進んで

設定したものと考えられる。というのもコルレ

ス契約を結んで以降　ミッドランド銀行側から

様々な業務提携を持ちかけ，シティバンクにあ

るミッドランド銀行名義のドル建て預金を活発

に用いようとしていたからである。どのような

業務を持ちかけていたかにっいては後で触れる

ことにするが，まずは，なぜホールデンがシティ

バンクを重視したのかを記しておきたい。1904

年アメリカを長期に訪問しその発展に感銘を受

けたホールデンは，帰国後ニューヨークにミッ

ドランド銀行の支店を出すことを目論むが，法

制上の理由からこれを諦めた35）。代わってニュー

ヨーク側に有力なコルレス先を見っけ親密な関

係の構築を目指すようになった。そこでホール

デンが目をっけたのは，ニューヨーク最大，従っ

て全米最大の国法銀行シティバンクであった。

シティバンクが「外国部」を設置したのは1897

年と新しく，ミッドランド銀行と同じく「新参

者」として国際業務に乗り出したばかりであっ

た。そのシティバンクの国際化を強力に推進し

ていたのがバンダーリップであった36）。

　一方，アメリカ金融界の勢力図をみると，シ

ティバンクは，19世紀にはJPモルガン商会と

対立したロックフェラー家（Rockefeller）や，

同商会のライバルであったクーン・ローブ商会

34）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　March　7，1911．1905年の一

行あたりの平均は約3万ドルであった。
35）Green，　MεdZαπdわαηん，　pp．133－134．

36）本論文，皿（1）を参照のこと。
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（Kuhn　Loeb＆Co．）に近く，モルガン・ファー

スト・ナショナル連合とはライバル関係にあっ

たが，20世紀初頭には『プジョー委員会報告書』

（Pujo　Committee　Report）に描かれているよ

うにJPモルガン商会のグループとは資本なら

びに兼任取締役などを通じて緊密な関係を構築

していた37）。ところが，バンダーリップは，シ

ティバンク・グループとJPモルガン商会のグ

ループのこうした関係を認識しながらも，JP

モルガン商会に遠慮し国際業務の展開に慎重で

あったファースト・ナショナルと異なり，シティ

バンクの国際化を推進しようとしていた。この

結果シティバンクとJPモルガン商会というよ

りも，バンダーリップとJPモルガン商会の間

に国際業務をめぐり微妙な距離が生じていた謝。

　この点こそ，ホールデンがバンダーリップ率

いるシティバンクに接近した理由であった。と

いうのも，ホールデンは国際業務への参入にあ

たり，JPモルガン商会を含む投資銀行（イギ

リスでいうマーチャントバンカー）をライバル

視していたからである。ホールデンのJPモル

ガン商会への対決姿勢は，JPモルガン商会傘

下のギャランティ・トラストとの国際的な競争

もあり第一次大戦前からみられるが，第一次大

戦中に一層鮮明となる39）。投資銀行が押さえる

37）A．Pujo，　U．　S．　Congress，　House，　Committee　on

Banking　and　Currency，　R確）or‘　q！　餉θ　Comm琵亡εe

APρoεη‘αf　P配rsααη‘亡01ヲb配sθRθsoZ眈ioπs　429απd

504　‘0　1ηひθs‘ε9αεe　‘んe　Coπcθηεrα‘めη　q／　CoηεroZ　q／

Mbη¢yαηd　Cre疏，　Washington　D，C．1913，　pp．71－74，

82－90．

38）プジョー委員会で示されている史実（資本関係・兼任

取締役）を否定するものではないが，プジョー委員会が，

その委員会の設置の趣旨からして，金融資本JPモルガン

商会の強大さをやや誇張しているきらいがあるというこ

とも留意する必要がある。もしJPモルガン商会一シティ

バンクの強固な関係自体を前提としてしまうと，逆にJP

モルガン商会と敵対していたホールデンとバンダーリッ

プとの友好関係と両者の共同行動に関して説明が付きに

くくなる。組織的には，JPモルガン商会のグループとシ

ティバンクの関係は極めて強かったものと思われるが，

本稿でも触れたように，バンダーリップ個人の立場は，

JPモルガン商会との関係に配慮し海外業務の展開に慎重

であったスティルマンと異なるものであった。
39）Cf．　TNA　T170／62，　American　Exchange，　Anglo－

French　Finance　Commission．

利権に「新参者」として挑戦する姿勢をみせて

いたホールデンにとって，JPモルガン商会と

は一定の距離を保ち，また国際業務への新規参

入とその拡大の機会を窺うバンダーリップ率い

るシティバンクは絶好のパートナーと映った。

　またホールデンは，当時投資銀行と並んでロ

ンドンで活動していた外国銀行をライバル視し

ていた。特にドイッ系（ユダヤ系）に対しては

投資銀行・外国銀行を問わず，人種差別的な激

しい憎悪ともいうべき感情を抱いていた。ドイ

ツ系銀行家・銀行に対する反感は第一次大戦前

の段階からシティバンクに送った一連の書簡の

中で明確に記されている4°）。

　例えば1906年ホールデンはガーディンに対し

て，『サンデー・タイムズ（Sunday　Times）』

紙に掲載されたカササギ（Magpie）というペ

ンネームの著者による記事を送り以下のように

述べている。「カササギとはラボック・シュミッ

ト商会（Lubbock　and　Schmidt）のシュミッ

トというドイッ人である。彼はわれわれ（ミッ

ドランド銀行）の友人ではなく，あなた方（シ

ティバンク）の友人でもない。カササギである

ので，彼はドイッの諸銀行の中に常に飛んでいっ

ている。この記事でまことに重点がおかれてい

るのが，（シュミットを含む）ユダヤ人が私

（ホールデン）とこの銀行（ミッドランド銀行）

に対峙しているということであることをあなた

は理解すべきである41）。」［（）は筆者補足］

ここからはドイツ系銀行・銀行家をミッドラン

ド銀行・シティバンク両者共通の敵と位置づけ

るように水を向けていることも確認される。

　ホールデンがバンダーリップやガーディンに

もちかけた共同業務も，露骨にドイッ系銀行を

ライバル視するものであった。例えばメキシコ

40）Cf．　HSBC292／35，May　26，1906；HSBC　292／37，　Nov．

30，1906，Dec．22，1906；HSBC　292／38，　Jan．5，1907，

etc．

41）HSBC　292／37，　Nov．30，1906．
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銀を用いたロンドン・ニューヨーク・アジア間

の為替業務の提案はドイツ系ラザード

（Lazard）商会と競合するものであったし42），

またロンドン・ニューヨーク間に共同口座を開

設し証券ブローカー業務を行うという提案43）も

ドイッ銀行をはじめとするドイッ系大銀行（こ

の他にドイツ・ナチィオナル銀行National

Bank撒r　Deutscheland，ドイッ商工銀行

Bank　fUr　Handel＆Industrie）がニューヨー

クのシティバンクのコルレスロ座を用いて活発

な証券業務を展開していたことを念頭においた

ものであった。

　ただしドイッ系銀行はシティバンクに相当額

の預金を長期間置き，それを活用した証券取引

で相当の手数料を支払うなど同行にとって上得

意先であった44）。1910年にはシティバンクもバ

ンダーリップの指示のもと，ベルリンのドイツ

商工銀行にあるシティバンクの口座を通じて

1，000万マルク（約235万ドル相当）のミュンヘ

ン市債関連の取引（購入）を行っていた45）。こ

のように1900－1910年頃のドイッ系銀行とシティ

バンクは双方にとって収益をもたらす優良な顧

客であった。一方，ミッドランド銀行と共同で

はじめた証券ブローカー業務は競争が激しく，

大口注文をとることが難しかったために赤字で

あった。このためドイッ系銀行を敵に廻すこと

はシティバンクにとって得策でなかった。

　また，．シティバンクは1909年頃より南米への

進出を本格的に検討しはじめているが，現地調

査を通じて同地域に強固な経営基盤を持っドイ

ッ系銀行の影響力を改めて認識している46）。こ

うした事情もあり，シティバンク行内には，次

節で述べるように，南米進出に対する慎重論も

42）HSBC　292／35，　May　26，1906．

43）HSBC　292／30，　Jan．31，1905，　March　1，1905；HSBC

292／31，March　21，1905；HSBC　292／32，　July　14，1905，

July　20，1905．

44）VP，　A43，　J，E．　Gardin，　March　7，1911．

45）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Feb．28，1910．

46）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Jan．22，1909．

根強かった。バンダーリップを除くシティ・ごン

クの経営陣が当初，南米におけるドイツ系銀行

との競合を望んでいなかったことが窺える。

　以上の点の外に，ドイッ銀行のロンドン支店

は，シティバンクのロンドンにおけるコルレス

先の一っでもあったことも重要である。アメリ

カの銀行は，マルクやフランなどの外国為替持

高調整を，ロンドンのコルレス勘定にある「ポ

ンド残高」を用いて行っていたといわれるが47），

シティバンクもドイッ銀行の残高を用いてドルー

ポンド，ポンドーマルク取引を行っていたとみ

られる。おそらくロンドンでマルク持高調整を

行う上で，ドイッ銀行は重要なパートナーであっ

たはずである。さらにシティバンクは，ホール

デンが敵視するドイッ系（ユダヤ系）投資銀行

であるクーン・ローブ商会とも良好な関係であっ

たことも忘れてはならない。

　ホールデンは，ライバル視するドイッ系銀行

がシティバンクの有力取引先であることを十分

に認識しっっ両者の距離を少しでも引き離そう

と，敢えてドイッ系銀行（家）を糾弾する手紙

をバンダーリップに送り続け，同時にドイッ系

銀行と競合する業務の提携話を頻繁に持ちかけ

ていた。これが功を奏したのか，1912年にはシ

ティバンクのみならずアメリカ系商業銀行とド

イッ系銀行との間に距離が生じている。詳細は

不明であるが，シティバンクを含むニューヨー

クの複数の銀行がドイッ系銀行への融資を大幅

に引き揚げていることが確認される48）。それか

ら約2年後の第一次大戦開戦時にはシティバン

47）徳永正二郎「ロンドン・バランスと取引通貨一国際通

貨としての英ポンド」『経済学研究』第47巻第2・3号，

1981年，九州大学経済学会を参照。またスポールディン

グは1911年に，ドイッ銀行が「アメリカに強力なコネク

ションを確立している」と指摘している。W．　Spalding，
”

The　establishment　and　growth　of　foreign　branch

bank　in　London，　and　the　effect，　immediate　and　ulti－

mate，　upon　the　banking　and　commercial　develop－

ment　of　the　country”，」側rηαZ（ゾ1ηst伽‘θ　（～ブ

Bαπんθrs，　Vol．　XXXII，　Nov．，1911，　p．442．

48）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Aug．7，1912．
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表5　シティバンクのフランス商業銀行における預金額（1911年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 1，000フラン）

銀行 1月 2月 3月 4月

BNPパリバ（Banque　de　Paris　et　des　Pays　Bas） 842 1，310 1，320 1，190

クレディ・リヨネ　（Credit　Lyonnais） 315 442 507 542

ソシエテ・ジェネラル（Societe　Generale） 80 100 1，107 680

コントワナショナルディスコント（Comptoir　national　d’Escompte） 265 390 660 445

合計 1，502 2，242 3，594 2，857

（出典）VP，　A43，　J．E。　Gardin，　May　24，1911より作成。

クは，後述するように，他のアメリカ系金融機

関に先駆けて親英，すなわち反独姿勢を明確に

しているQ

（2）在外預金と為替取引規模一在外コルレス

　　勘定取引

　続いて，シティバンクの在外コルレス勘定取

引についてみておきたい。シティバンクをはじ

め大手の国法銀行が海外のコルレス先銀行に口

座を開設していたことは先に述べた通りである

が，残念ながら，在外コルレス先における預金・

送金・為替取引規模にっいてはこれまで一切分

かっていなかった。こうした状況の中，今回ご

く僅かであるが，ロンドンとパリにおけるシティ

バンクと現地コルレス先の取引を示すデータの

一部を入手したので紹介しておきたい。

　まず，ロンドンに関して。ロンドン・サウス・

ウエスタン銀行（London　and　South　West－

ern　Bank：以下サウス・ウエスタン銀行と略

記）の「外国銀行口座帳簿」（Ledgers，　For－

eign　Banks’Accounts）にシティバンクとの

取引記録を発見した49）。ただし，同史料に記載

されている期間は1910年3月から1912年11月に

限定されたものであるため，通年での数値を検

証できるのは1911年分のみとなる。

　これによれば，1911年サウス・ウエスタン銀

49）Barclays　Bank　Archives，　London　and　South　West－

ern　Bank　Ltd。，　Legers，　Foreign　Banks’Accounts，

National　City　Bank　of　New　York，　March　5，1910－

Nov．19，1912，0033－0742．

行にあるシティバンクの口座への入金は

3，831，286ポンド，払出は3，661，298ポンドであ

り，年末預金残高は169，988ポンドであった。

また，外国為替取引は売りが785，908ポンド，

買いが752，055ポンドであった。帳簿に記載さ

れた入金・払出される手形・小切手は基本的に

番号で処理されているため，具体的にどのよう

な取引先・目的であるのかは不明である。入金・

払出一件あたりの金額は数ポンドから10万ポン

ドに至るまで多様であり，外為取引の件数は1

ヶ月あたり10件以下であったことが確認される。

ちなみにサウス・ウエスタン銀行は，ミッドラ

ンド銀行同様にロンドンのクリアリングバンク

の一っであるが，シティバンクの有力コルレス

先であるロンドン代理店ではなく中小規模の取

引関係にあるコルレス先の一っであるとみられ

る50）。

　次いでパリに関して。ごく僅かであるが，バ

ンダーリップ文書にパリのコルレス先銀行群と

の取引内容を示す記述がみられる。表5は1911

年1～4月期のシティバンクのパリにおけるコ

ルレス先銀行名とフラン建の預金額を示してい

る。同行のパリにおける主要コルレス先は，パ

リ・オランダ銀行（Banque　de　Paris　et　des

Pays　Bas，後のBNPパリバ銀行。以下，便宜

上パリバ銀行と略記），クレディ・リヨネ

（Credit　l」yonnais），ソシエテ・ジェネラル

50）Bαηん‘η8AJmαηαc，1911，　p．476．
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表6　シティバンクの月間為替取引額（Monthly　Turnover）1911年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：1，000フラン）

銀行 1月 2月 3月 4月

BNPパリバ（Banque　de　Paris　et　des　Pays　Bas） 35，500 26，500 9，750 7，500

クレディ・リヨネ　（Credit　Lyonnais） 14，250 16β00 24，250 21，400

ソシエテ・ジェネラル（Societe　Generale） 14，900 6，650 16，100 11，200

コントワナシオナルディスコント（Comptoir　National　d’Escompte） 33，450 17，350 12，300 11，850

合計 98，100 66，800 62，400 51，950

（出典）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　May　24，1911より作成。

（Societe　Gellerale），コントワール・ナシオナ

ル・デスコント　（Comptoir　National

dEscompte）の4行である。4行への預金額

は，合計で約150～360万フラン（約30～70万ド

ル）であった。銀行によっては預金残高が月ご

とに大幅に変動していることが確認される。例

えば，シティバンクのパリ最大の預金先である

パリバ銀行の預金額が84～132万フランである

のに対して，ソシエテ・ジェネラルへの預金は

1911年1月時点でわずか8万フランしかなかっ

たものが3月には110万フランを超える額となっ

ている。

　表6はフラン建の月次の為替取引合計を示し

ている。1月に約9，800万フラン，2～3月に

約6，200～6，700万フラン，4月に約5，200万フラ

ンとなっているが，銀行によって増減はまちま

ちである。注目すべきは全体として1～4月期

に為替取引額が減少している中で，パリバ銀行

との取引額が80％近く減少しているのに対して，

クレディ・リヨネとの取引額が50％増加してい

る点である。この点にっいてガーディンはバン

ダーリップへの報告の中で，パリバ銀行からの

送金には，20，000フランにっき1フランの手数

料が課せられているのに対して，クレディ・リ

ヨネの送金には一切手数料が課せられていない

ことをあげ，この結果クレディ・リヨネからの

電信送金が大幅に増加したと述べている51）。

5DVP，　A43，　J．E．　Gardin，　May　24，1911．

　わずかな送金手数料の差により，ごく短期間

に為替取引額に大幅な増減がみられることから，

これらの送金の多くは取引先銀行がほぼ決まっ

ているフラン建の貿易決済送金というよりも，

フラン持高調整・為替裁定取引や金利格差を利

用した短資移動によるものと推察される。また，

米仏の貿易額に比して為替取引額が極めて大き

いことも，持高調整，金利・為替相場裁定取引

が活発に行われていたことを示している。米仏

貿易額は，1910－1911年の輸出入合計で両年と

もに約2億5，000万ドル，フラン換算で約13億

フランであった52）。これに対しシティバンクと

フランス主要4行の為替取引は1～4月期のみ

で約2億8，000万フランであり，年額で約10億

フラン近くの取引があったと推定される。これ

はシティバンクー行のみでも米仏間の年間貿易

額にほぼ匹敵する為替取引を行っていたことを

意味し，膨大な外為替取引が行われていたこと

を示す証左となろう。

（3）「外国部」利益の回復と限界

　再び表3に戻り，外国銀行コルレス先新規開

拓キャンペーンがあった1910年以降におけるシ

ティバンクの国際業務の利益動向を確認したい。

1909年には2万ドル未満へと大きく落ち込んだ

シティバンクの「外国部」利益は，1910年には

52）B．Mitchell，1ηεθrηα‘εoηαZ研s古orεcαZ　S亡αεεsεεcsJ　7！んε

．41πer‘cαηαπ4、4μsεrα」αsiα，　London，1982（斎藤眞訳，

『マクミラン世界歴史統計（皿）　南北アメリカ・太平洋

州』原書房，1985年，578頁。）
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表7　シティバンク「外国部」の収益内訳（1910－1911年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　ドル）

収益内訳 1910年 1911年

為替取引（Exchange　Transactions） 136，196 147，349

共同口座（コルレスロ座）（Joints　Accounts） 15，358 3，322

外国送金手数料（Foreign　Drafts） 9，058 3，848

手数料（Commissions） 15，255 8，128

代金取立手数料（Collections） 4β97 8，753

信用状発行手数料（Com．　on　our　com．　L／C） 38，654 43，715

信用状確認手数料（Com．　on　Payments　L／C） 2，889 3，229

預かり資産手数料（Custodian　Fees） 27，657 21，389

地金損益（Gold＆Bullions） 1，279 0

ニューヨーク市歳入保証（N．Y．C．　Rev　Warrant） 19，305 49

割引（Discounts） 12，434

金貨（Species） 211 405

利子（lnterests） 14，201 33，421

その他（Sundries） 762 0

保険（lnsurances） 156

外貨両替（Exchanges） 816

合計 285，725 287，143

（出典）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Feb．16，1911and　May　28，1912より作成。

　　　なお邦語表記に関しては、安藤盛人『外国為替概論』有斐閣、1957年、393－395頁を参照した。

14万ドル台に増加し，第一次大戦直前の1913年

には24万ドル台まで回復した。コルレス先拡大

キャンペーンを展開している1911年，ガーディ

ンはバンダーリップに，コルレス先との条件取

り決め等がうまくいき，海外融資も順調に行っ

ているなどの成果報告を行っている。

　また同年における同部年次報告書には収益の

多くが商業手形取引からもたらされているとあ

り，特に「原綿手形」（Cotton　Bills）が注目

されている53）。同行会長スティルマン（J．

Stillman）がブローカー業務を通じて主要船

舶会社との強いコネクションを持っていたこと

もあり，1907年以降には全米の原綿輸出の3分

の1以上を同行が金融をっけたと言われてい

る54）。もっとも1913年の法改正前であるので，

貿易金融に関する法的制約が解消されていたわ

けではないが，1910年には「商業信用状ビジネ

スを拡大する努力がかなり実り」，日々15件か

ら20件前後の依頼を受けて10万ドル相当に上る

との報告があることから，顧客であるアメリカ

企業の輸出入におけるドル建て取引が拡大し，

同行の貿易金融取扱い額も増加していたものと

みられる55）。

　表7によって改めて1910－1911年の収益構成

を計算してみると，為替取引・商業信用状発行・

手形（小切手）取立などが約70％をしめ，それ

以外の利子・手数料は約30％であったことが確

認される。1911年における同部の主な収益源は，

ガーディンの報告通り貿易・商業手形取扱いで

あったと考えられるが，同時期においてはコル

レス先との貿易外の金融業務も少なからず重要

性を持っものであったと考えられる。フランス

の諸銀行との取引事例からは，20世紀初頭のシ

ティバンクが貿易外の為替取引を膨大に行って

53）VP，　A43，　J，E．　Gardin，　March　28，1912．

54）Cleveland，　C詫εわαηた，　p．43 55）VP，　A43，　J。E．　Gardin，　Feb．16，1911．
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いたことが窺われるし，ほぼ同時期に「外国為

替の売買から利益を日々得られる方法を発見し

た」との報告もある56）。ドイッ系銀行との間で

展開していた証券取引業務や，コルレス先外国

銀行への融資からも収益が上がっていたことは

先に触れた通りである。

　しかしながら，一方でドイッ系銀行と同様の

業務を展開しようとしたミッドランド銀行との

提携では，競争のため思うように収益を上げる

ことができなかったことにも留意すべきである。

このことからコルレス業務から収益を上げるこ

とは容易なことではなったことが窺える。実際，

コルレス先開拓キャンペーン前後における「外

国部」利益をシティバンクの経常利益全体で除

すると，1907年恐慌に先立つ1905－1907年には

6％から8％で推移していたのが，恐慌後の

1910－1913年には2％から5％程度に留まって

いたことが分かる。すなわち第一次大戦前の

「外国部」から上がる利益は1909年を境に相対

的に低下しており，キャンペーンに伴う利益改

善には限界があったことを意味する。このこと

をバンダーリップがどの程度認識していたのか

は不明であるが，バンダーリップはコルレス先

開拓キャンペーンを展開する一方で，シティバ

ンクのより直接的な海外進出（海外支店設置）

に向けた準備を進めていた。

　　　　　　り
皿．第一次大戦開戦前後における海外支店設置

　に向けた展開

（1）海外進出にこだわったバンダーリップの

　　思惑

　バンダーリップは，国法銀行の海外支店設置

を規制する法律（1864年「国法銀行法」（the

National　Banking　Act）の改正にも意欲的で

あった。バンダーリップは，　リグスバンク

（Riggs　National　Bank）のエイルズ　（M．

56）VP，　A45，　G。E．　Gregory，　May　27，1910．

Ailes）とともに，1909年頃より法改正を目指

したロビー活動を展開した。しかしながら議会・

政府との交渉は難航し，4年後の1913年によう

やく法改正にこぎっけた57）。この法改正（1913

年「連邦準備法」）により資本金100万ドル以上

の国法銀行が海外支店を設置できるようになっ

た58）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　これとほぼ同時に，バンダーリップは自行の

海外支店設置に向けた準備も進めていた。進出

先の選定のため1910－1911年に副頭取カーナン

（J．Kiernan）ならびにガーディンを相次いで

南米に派遣した。しかし，いずれの調査報告も

南米進出に対して慎重な姿勢を求めるものであっ

た。こうした意見は会長スティルマンからも上

がっていた。スティルマンは収益を上げるため

には相当の経験が必要との立場から，同行の海

外進出（支店設置）には消極的であった59）。し

かし，バンダーリップはこうした意見を無視し

南米進出を推進した。

　バンダーリップがこのような判断をするに至っ

た背景には，主に3つの理由があった。第一の

理由は，同行「外国部」に寄せられる膨大な情報・

貿易データからアメリカの対南米貿易が大幅に

伸び続けると判断したためである6°）。

　第二の理由は，第一の理由を裏付けるように，

デュポン社（Du　Pont）をはじめとする同行

の有力取引先から南米進出の要請があったこと

である61）。有力取引先であるアメリカ大企業は，

輸出先・進出先の情報（ビジネス環境・商習慣・

労働慣行・現地取引先の紹介），ドル建て決済，

57）Mayer，“American　Banking　Empire”，　pp．63－64．

58）Cleveland，0琵‘6αηん，　p．73．

59）カーナンおよびスティルマンの意見については，それぞ

れ以下の箇所を参照のこと。Mayer，“American　Bank－

ing　Empire，”pp．64－65；Cleveland，α励α漉，　p．78．

60）Cleveland，α‘めαηん，　p．65．

61）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Feb．15，1914．シティバンクが

調査した顧客企業5，000社のうちその多くがシティバンクの

南米進出を望んでいた。Abrahams，　Forθ‘gηEκpαηsεoη，

pp．20－22．
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現地通貨での借り入れなどを望んでいた。しか

し，コルレス先銀行からのサービスでは限界が

あったとみられ，デュポン社はシティバンクに

チリへの進出を強く勧めていた。デュポン社の

みならず，20世紀初頭にはモルガン・ファース

ト・ナショナル・グループに近いU．S．スティー

ル社（US．　Steel）も，シティバンクに大口取

引（預金を置くこと）と引き換えに，南米（ア

ルゼンチン）に進出することを求めた。これは，

ファースト・ナショナルがJPモルガン商会に

遠慮し，企業支援を伴う海外進出（支店設置）

に消極的であったためといわれている62）。

　第三の理由は，他の国法銀行（＝商業銀行）

との差別化を意識したためである。シティバン

クは1909－1913年にかけ大企業中心の融資活動

を行っていたが，1913年以降この方針を修正し

はじめる。大企業の多くはJPモルガン商会や

ウォーバーグ商会（Warburg＆Co．）など投

資銀行を経由した証券発行で資金を調達してい

たためシティバンクによる大企業融資の展開に

は限界があった。このような状況を受け，シティ

バンクが新たに目をっけたのは，潜在的に成長

力があると考えられた中小企業であった。1913

年以降，シティバンクは中小企業顧客の開拓キャ

ンペーンを展開し多くの新規客獲得に成功した。

その後，中小企業金融には同様の状況にあった

他の国法銀行も乗り出したこともあり，バンダー

リップは海外支店設置を他の銀行との差別化を

図るための目玉としようとしていた63）。

　このような理由からバンダーリップは顧客で

あるアメリカ企業からの需要がある中で傍観し

ていると他の銀行に遅れをとるとの主張を貫き，

1914年11月には政治的に安定していたアルゼン

チンのブエノスアイレスに南米一号店を開設し

62）以下を参照のこと。山本栄治『基軸通貨の交替とドルー

「ドル本位制」研究序説』有斐閣，1988年，24－25頁；

Abrahams，　Forε‘gη、翫pαηsεoη，　pp．22－23．

63）Cleveland，αむめαηた，　pp．75－76．

た64）。

（2）第一次大戦開戦直後におけるシティバン

　　クの国際金融外交活動

　シティバンクが南米に進出するに当たり最も

懸念したことは，同地域で先に強力なネットワー

クを構築していたイギリス系銀行ならびにドイ

ツ系銀行との競争であった。しかしながら，こ

の懸念は同地域進出と前後して勃発した第一次

大戦のおかげで杞憂に終わり，シティバンクは

第一次大戦時に独自の国際金融外交を展開しっ

っ，南米進出に遭進した。ここでは，第一次大

戦初期における同行の国際金融外交についてみ

ておきたい。

　1914年8月，ドイッとの開戦に踏み切ったイ

ギリス政府はアメリカ政府に戦時物資支援を申

し出た。しかし，アメリカ政府は中立を表明し

これを拒否した。これを受けて，イギリス政府

は，アメリカで最も影響力を持っJPモルガン

商会に戦時物資ならびに資金調達の仲介業務を

依頼する。ところが，JPモルガン商会もまた，

当初これを辞退する意向を示した。このとき対

英支援に名乗りを上げたのがバンダーリップ率

いるシティバンクであった。また，シティバン

クはフランス政府から受けたドル建公債発行要

請に前向きであった65）。こうしたシティバンク

の動きを警戒してか，結局JPモルガン商会が

英仏両政府の支援に乗り出した。これを契機に，

それまでライバルでありながら表面的には友好

的関係あったシティバンクとJPモルガン商会

64）Cleveland，　C記εわαηん，　p．77．

65）開戦当初におけるJPモルガン商会のイギリス政府代理

店辞退の意向に関しては，以下のものを参照のこと。C．

Burk，“A　Merchant　Bank　at　War：The　House　of

Morgan　1914－1918”，　in　P．　Cottrell　and　D．　Moggridge

（ed．），　Moπ砂αη（1　Poωθr，　Basingstoke，1988，　p．158．そ

れに代わるシティバンクの代理店希望に関しては，山本

栄治『基軸通貨の交替』37頁を参照のこと。フランス政

府からの公債発行協力に関する記述は以下を参照のこと。

Cleveland，αむ語αηん，　p．85；F．　Vanderlip，　FroηL、夙αrm

Boッ　古o　Fεηαηcεθr，　New　York，1935，　pp．246－248；

Abrahams，　Forθ‘8ηEκpαηsεoπ，　pp．60－61．
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との間に溝が生じた66）。

　さらに戦局が長期化しはじめた1915年11月，

イギリス大蔵大臣マッケナ（R．McKenna）

はJPモルガン商会への依存一辺倒を是正すべ

く，同商会を敵対視していたホールデン提唱の

「アメリカ為替委員会」（American　Exchange

Committee）の設置と同委員会によるドル為

替管理を承認する。ホールデンはバンダーリッ

プにこの話を持ちかけ，シティバンクから当面

の資金として5，000万ドルを借り，シティバン

クと同行のロンドン・コルレス先であるミッド

ランド銀行外3行で為替管理を行う計画を立案

した67）。同計画の狙いが戦時中における貿易金

融・ドル為替管理を，JPモルガン商会＝イン

グランド銀行中心からミッドランド銀行＝シティ

バンク中心に移すことであったことは明白であっ

た。

　結局この計画も，JPモルガン商会とイング

ランド銀行に阻まれるが，開戦当初における英

仏支援に始まるシティバンクの一連の動きをみ

ていると，戦争を通じてJPモルガン商会に代

わり，大西洋貿易における金融・為替の主導権

を纂奪する野心が十分に窺える。また，同時に，

アメリカが中立を表明していた段階でJPモル

ガン商会よりも早くシティバンクが英仏支援を

表明し，ドイッとの対決姿勢を鮮明にしている

ことは注目に値する。シティバンクは，結局J

Pモルガン商会から大西洋貿易金融の主導権を

奪えなかったのであるが，その一方で，シティ

バンクが支持するイギリスが戦局で速やかに有

利となるとの見通しのもと，ドイッの影響力の

低下を見越し南米への進出を本格化させた68）。

66）Vanderlip，、Fro耽、夙αrm　Boッ，　pp．246－248，259．

67）アメリカ為替委員会における主導権争いにっいては以

下の史料を参考のこと。HSBC，　Records　of　Chairman

（Holden　Edward），0158／019，　department　files；Bank

of　England　Archive，　C91／1，　Chief　Casher’s　Office，

London　Exchange　Committee，　operations．

（3）第一次大戦開戦からの国際業務の変容

　さて第一次大戦開戦後，シティバンクはどの

ような国際業務を展開していったのか，南米進

出を含めた海外進出からみておこう。バンダー

リップは，1914年11月にブエノスアイレスに支

店を開設したものの，海外業務そのものからの

収益を当初期待していなかった。むしろ顧客企

業からみてシティバンクが海外に支店をもって

いるという理由で，他行ではなくシティバンク

に国内口座を開設・取引してくれればよいと考

えていた。ところが，この予想に反して，戦時

中，海外支店業務は大きな利益を上げた。とい

うのも，戦時中，それまで南米で大きな影響力

をもっていたイギリス系・ドイッ系の銀行の活

動が低調となったためである。こうして1915年

4月には，ブラジルのリオデジャネイロに南米

二号店を開設するなど，同行は数年のうちに南

米に支店網を構築するのであった69）。

　また南米のみならず，アジア・ロシアへの進

出も積極的に図った。1915年にバンダーリップ

は，マニラ・シンガポール・上海に支店網を持

っIBCをシティバンクの系列下に置くことに成

功した。さらに1916年には，ロシアのサンクト

ペテルスブルグに支店を開設している7°）。

68）Cleveland，αtεbαπん，　pp．78－79；Abrahams，、Forθ‘gη

Eκpαηsεoη，p29．開戦直後，一時的に南米の制海権がド

イツ側に奪われたが，イギリスが速やかにドイッを排除

するであろうと，アメリカ・イギリスとも考えていた。

69）Cleveland，　C読bα融，　pp．78－79．開設間もない1915年

7月におけるブエノスアイレス支店の預金額は360万ドル，

融資額は106万7，000ドルであり，リオ支店の預金額は250

万ドル，融資額は27万4，000ドルであった。VP，　A43，　J．E．

Gardin，　July　27，1915．シティバンクの中南米での支店

数中南米を含あた海外からの収益等に関しては以下の箇

所が参考になる。Mayer，“American　Banking　Empire，”

pp．70－71．もっとも大量かっ短期間に中南米支店を設置す

るにあたり，深刻な人員不足に陥っていたことも確認され

る。Mayer，“American　Banking　Empire，”pp．67－69．

70）支店設置に関しては以下を参照。Cleveland，σ漉bα漉，

p．80；Abrahams，　ForθεgηEκpαηsεoπ，　pp．36－37．また支

店設置以前からロシア政府への融資をかなり大規模に展開

していることが以下の史料からも確認される。VP，　A45，

G．E．　Gregory，　Aug．9，1915．　ICBに関しては次の箇所

を参照のこと。Abrahams，　Forθ喀ηEκpαηsεoη，　pp．38－

39；Mayer，“American　Banking　Empire，”pp．69－70．
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20世紀初頭におけるニューヨーク・ナショナル・シティバンクの国際業務（古賀）

　これら海外支店開設に合わせて，バンダーリッ

プはシティバンク本店に「外国貿易部」（For－

eign　Trade　Department）を新たに設置し，

アメリカ企業に対して，海外市場・外国企業に

関する情報を提供するようになった。また，支

店のない地域には駐在員事務所（Representa－

tive）を配置し，アメリカ製品に対する需要や

外国貿易相手の信用調査など，アメリカ企業向

けの情報収集を積極的に手がけた71）。

　一方，1912年までに400行を超えた海外コル

レス銀行との関係は，戦時中どのようになった

のであろうか。開戦間もない1914年下期にはコ

ルレスロ座が新たに283開設された。その一方

で111口座が閉鎖となったので増加は172口座で

あった。ただし，この新規増加分のうち105口

座は一時的な口座（短期開設口座）であった72）。

このことから，シティバンクにおける外国銀行

の口座開設・設定は極めて流動的であったと言

えよう。

　開戦後，アメリカ・ドルによる決済は徐々に

増えていたとみられるが，ドルそのものは未だ

基軸通貨ではなった。このたあ，開戦直後に新

規に口座開設した外国銀行の多くは，当初シティ

バンクの口座を永続的な貿易・資金決済用とし

てではなく，開戦時の金融市場混乱時に一時的

に資金を借り入れるため，もしくは資金を運用

するために利用していたものと考えられる。ま

た，111口座閉鎖の背景には，開戦早々にシティ

バンクが連合国側への加担を鮮明にしたために，

同盟国側の銀行が口座を親ドイッ系アメリカ諸

銀行に移したということも考えられる。いずれ

にしても，シティバンクは開戦前後に外国支店

設置を開始する一方で，戦前同様に外国銀行の

口座開設（コルレス関係拡大）にも力を注いで

いた。もっとも，こうしたコルレスロ座の拡大

は，コルレス先銀行が所在する地域に支店を設

71）Cleveland，α亡‘わαηん，　p．82．

72）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　Julle　30，1915．

置する際の足かせともなりうるが，こと南米に

関しては，同地域の多くの地場銀行が国際業務

にあまり関心を持たなかったために73），同行が

南米に進出する上での障害にはならなかった。

　さて戦時中，連合国側支援にはシティバンク

以外にもJPモルガン商会をはじめ多くの米系

金融機関が加わっており，軍需物資の輸出金融

を手がけていた。ただし，先にみたように開戦

間もない頃から英仏の軍需物資・資金調達で主

導権を握ったのはJPモルガン商会であったた

め，貿易金融の多くはJPモルガン商会傘下に

あったギャランティ・トラストが担っていた。

この結果，シティバンクの手形引受のシェアは

1916年でわずか6．5％に留まった74）。

　その一方で，戦時中アメリカの輸出が大きく

伸び，これに伴いドル需要も膨らんだことから，

シティバンクに預けられたコルレス先外国銀行

の預金は，大戦直前の1914年6月2，270万ドル

から1917年6月には1億5，240万ドルまで大幅

に増加している。これは1917年6月時点でのシ

ティバンクにおける国内預金の3割に相当する

額である。また1917年海外支店を通じたシティ

バンクの国外資産は1億7，700万ドルと同行全

資産の2割を占めた。同行収益は1914年510万

ドルであったのが，1917年には840万ドルへと

65％増加している。この多くは新たな国際業務

からもたらされたものであった。

　1914年以降，本格的に国際業務の拡大を目指

したシティバンク「外国部」は，1910年から圧

縮・削減傾向にあった人件費・定員を反転させ

た。1915年1月には同部は人員を109名，総人

件費10万ドルと半年余りの間に規模をほぼ倍増

させ，本格的に国際業務を手かけるための体制

を構築した75）。こうして1913年の「連邦準備法」

成立以後，バンダーリップはシティバンクの国

73）Mayer，“American　Banking　Empire，”p。65．

74）Cleveland，　Citibank，　p．82．

75）VP，　A43，　J．E．　Gardin，　June　30，1915．
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際化を一層強力に推進し，その結果同行は，わ

ずか数年の間にアメリカを代表する国際銀行へ

と変貌を遂げたのである76）。

おわりに

　最後に，ニューヨークならびにドルの国際化

との関係を念頭におきながら，20世紀初頭にお

けるシティバンクの国際業務の特徴をまとめて

おきたい。

　第一の特徴は，新たな収益源と取引先の開拓

を目指し，1910年前後から外国銀行コルレス先

開拓キャンペーンを積極的に展開していたこと

である。この結果，同行のコルレス先外国銀行

数は，基軸通貨国イギリスの主要クリアリング

バンクを上回るにいたった。それに比例してド

ル建ての預金額も第一大戦直前までの約10年の

間に3倍以上に伸びた。このようにポンド体制

全盛期において，シティバンクがニューヨーク

に外国銀行を呼び込み，これらの銀行にドル利

用を促す努力をしていたことは注目に値する。

これらのドル建てコルレスロ座を用いた取引は

第一次大戦中に一層大幅に伸びており，ニュー

ヨークにおける外国銀行のドル建て決済普及に

貢献するものであったことは間違いあるまい。

　第二の特徴は，同行頭取バンダーリップが行

内の慎重論を押し切り，1910年前後より強力に

海外進出を図っていたことである。その理由と

して注目’したいのは，新たな顧客として夕一ゲッ

トにしたアメリカ中小企業を引き寄せるため，

国際業務を他の国法銀行と差別化が図れる業務

に育成しようとしていた点である。このような

第一・第二の特徴から，シティバンクの国際化

は1913年連邦準備法成立ならびに第一次大戦後

に突如として始まったわけではなく，それ以前

76）もっともシティバンクの南米での営業活動は順調であっ

たわけではない。1920年前後からの不況，英独銀行との

競争再開などの要因により一時，南米の不採算支店を閉

じることもあった。Mayer，“American　Banking　Em－

pire，”　P．73

から進行していたといえる。

　第三の特徴は，第一次大戦中バンダーリップ

が南米進出のみならず，対ヨーロッパ金融にも

強い関心を持っていたことである。大戦初期に

は英仏支援に消極的であったJPモルガン商会

に代わり名乗りでたり，ミッドランド銀行と共

同で為替管理の主導権を握る野心的な行動に着

手するなど対ヨーロッパ金融に積極的であった。

もっともこうした試みはいずれも失敗している

が，このような失敗の結果，むしろ，南米をは

じめとする海外支店設置に向けた動きに集中す

ることになったと考えられる。こうした事情を

背景に戦中・戦後を通じて，シティバンクは南

米・アジア地域を中心に支店網を構築し，海外

におけるアメリカ企業の支援，ドル建て取引の

普及に貢献した。

　これまで検討してきた20世紀初頭におけるシ

ティバンクの国際化は，コルレス関係の拡大と

海外進出（支店設置）を同時並行的に展開する

という特徴を持っものであるが，そのいずれか

を選択したロンドンのクリアリングバンクと比

較するとユニークなものであるといえる77）。外

国銀行とのコルレス関係を強化する一方で，外

国における自行支店の開設を進めれば，友好関

係にあるコルレス先外国銀行の所在地域にその

ライバルとなる自行の支店を開設することにも

なりかねない。このためロンドンのクリアリン

グバンクは，第一次大戦後は，国際業務の展開

にあたりコルレス先外国銀行との関係を強化す

るか（ミッドランド銀行），外国・帝国諸地域

への直接進出を志向するか（バークレーズ銀行）

のいずれかを選択した。その双方を同時並行的

に展開したことはシティバンクの大きな特徴で

あった。

76）ロンドンのクリアリングバンクの国際化戦略にっいて

は，さしあたり，神武庸四郎『銀行と帝国一イギリス「銀

行統合運動」史の研究』青木書店，1994年，57－83頁を参

照。
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20世紀初頭におけるニューヨーク・ナショナル・シティバンクの国際業務（古賀）

　本稿では史料的な制約もあり，20世紀初頭に

同行が関係した資本輸出に関して検討すること

ができなかった。また同じ理由から，第一次大

戦前におけるアメリカのポンド依存の実態，よ

り具体的にはロンドンでのコルレス業務の実態

にっいてもほとんど解明することができなかっ

た。これらの点は，ニューヨーク金融市場なら

びにドルの国際化の本質に迫るためには欠かせ

ない視点であることを踏まえ，今後の検討課題

としたい。

［附記］

　本稿は，平成16－17年度文部科学省科学研究

費補助金［若手研究（B）］「第一次大戦期にお

けるロンドン・シティ金融界の再編と銀行経営

の変容」（研究課題番号16730181）・平成18年

度山口大学経済学部学術振興基金事業［個人研

究助成（A）コ「第一次大戦期を契機とする国際

金融秩序の再編」（いずれも研究代表者古賀大

介）の研究成果の一部である。
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